
款 項 目

4 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

一般財源
の割合

事業名

予算書(P)目名

- 

合計 51,371 0 0 23,150 28,221 55%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

公用車管理（保健衛生総務費） 1,733 0 0 0 1,733 100%

救急医療対策 18,953 0 0 0 18,953

100%

訪問看護ステーション 24,260 0 0 23,149 1,111 5%

保健衛生総務事務 6,425 0 0 1 6,424

事業内容

●事業の全体計画
尾北医師会等と連携し、市民の健康に寄与するため、各種事業を行う。
●主な事業内容
保健衛生総務事務
・尾北看護専門学校へ補助金の交付
　尾北看護専門学校運営費補助金　4.421千円など

訪問看護ステーション
・犬山市訪問看護ステーションの運営（尾北医師会へ委託）
　訪問看護事業委託料　24,107千円など

救急医療対策
・在宅当番医制運営費補助金の交付
　在宅当番医制運営費補助金　6,799千円
・第二次救急医療対策事業費補助金の交付
　第二次救急医療対策費補助金　10,705千円
・小児救急医療対策事業費補助金の交付
　小児救急医療対策費補助金　1,437千円など

公用車管理（保健衛生総務費）
・公用車の維持管理
　公用車の新規購入費　1,140千円など

事業の
目標・計画

・主治医と連携して、要介護者等への訪問看護サービスを行う。
・休日等において、急病者が診療を受けられるよう一次及び二次救急医療への支援を行う。
・地域医療の実施に不可欠な看護師の養成及び確保を図るため、看護専門学校に補助を行う。
・市民の健康づくりなどのために、訪問等に使用する公用車の維持管理を行う。

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源
予算額

保健衛生総務費 106

施策事業名 保健衛生総務

事業目的

・医療保険各法及び介護保険法に基づく訪問看護事業を行う。
・休日における地域住民の一次救急及び二次救急医療の確保を図る。
・尾北看護専門学校の運営に補助し、地域の要請としての広域的な医療の向上、高齢化社会に対応す
るためのマンパワーの確保を図る。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課



款 項 目

4 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 健康市民づくり基金

事業目的 市民の健康づくりの推進に資するための基金を継続運用する。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課
予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

保健衛生総務費 108

0 0 21 0

事業内容

●事業の全体計画
健康市民づくり基金の設置及び管理に関する条例に基づき、基金の運用を行う。
●主な事業内容
基金を金融機関への預金等により確実かつ有利な方法で運用し、利息分を基金へ積み立てる。
健康市民づくり基金積立金利子　21千円

事業の
目標・計画

健康市民づくり基金から発生した利子を適切に基金へ積み立てる。

財源内訳

国県支出金

0%

 - - - - - - - 

健康市民づくり基金積立金 21

- - 

 - - - - - - 

- - - - 

- 

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 21 0 0 21 0 0%



款 項 目

4 1 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 市民健康づくり

事業目的
市町村健康増進計画「いぬやま健康プラン21」に基づき、市民が健康に対する意識を高め、ライフス
テージに応じた健康づくりに自ら取組むことができるよう支援していく。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課
予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

健康づくり推進費 108

873 0 244 4,488

事業内容

●事業の全体計画
市民健康づくりにつながる各種保健事業や計画策定等を行う。

●主な事業内容
健康づくり推進
・みんなで進めるいぬやま健康プラン２１の中間評価　1,860千円など

地域自殺対策
・自殺対策計画の策定　2,281千円など

事業の
目標・計画

・市町村健康増進計画「いぬやま健康プラン21」に基づき、市民が健康に対する意識を高め、
　ライフステージに応じた健康づくりに自ら取組むことができるよう支援する。
・自殺対策基本法の改正に基づき、市町村レベルでの「自殺対策計画」を策定する。

財源内訳

国県支出金

80%

地域自殺対策 2,597 1,692 0 0 905 35%

健康づくり推進 5,605

- - 

 - - - - - - 

- - - - 

- 

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 8,202 2,565 0 244 5,393 66%



款 項 目

4 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 4,808 2,285 0 55 2,468 51%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

52%

不妊治療助成 810 405 0 0 405 50%

母子健康づくり 3,998 1,880 0 55 2,063

事業内容

　●事業の全体計画
　・母子保健法等に基づき、安心して子育てができるよう、妊婦、乳幼児、保護者に対し、健康教
    育、相談、訪問などを実施する。
　　また、不妊に悩む夫婦に対し、人工授精に要する費用の一部を助成することで、経済的な負担の
    軽減を図り、少子化対策の充実を図る。

　●主な事業内容
　○母子健康づくり
　・母子健康手帳交付、パパママ教室、5か月児すこやか広場、2歳3か月児歯みがき教室、幼児食講
    習、家庭訪問、１歳児相談、親子教室、授乳･卒乳相談、子育て世代包括支援センター事業
    新規に、子育てとママの活躍を応援する事業としてふぁみりー教室、きらきらママ教室などを
    実施。
    健康教育医師等報償金　　1,406千円など
　○不妊治療助成
　・人工授精に係る治療に要した自己負担額の１/2相当額、1年度あたりの上限額は45,000円、通算
    2年間。
　　一般不妊治療費扶助料　810千円

事業の
目標・計画

妊娠、出産、子育て期の切れ目ない支援体制を整え、安心して子育てができるよう各種事業を実施し
ていく。
妊婦や産婦の交流の場や世代を超えた交流の場を持つことで、地域での子育てを支援していく。

財源内訳

国県支出金

予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

母子健康づくり推進費 110

施策事業名 母子健康づくり

事業目的
安心して子育てができるよう妊婦、乳幼児、保護者に相談、教育を行う。
妊娠を望む夫婦へ治療費の援助を行う。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課



款 項 目

4 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 母子健康診査

事業目的 妊産婦や乳幼児の健診により、異常の早期発見、対応を行う。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課
予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

母子健康づくり推進費 110

0 0 0 60,612

事業内容

　●事業の全体計画
　・母子保健法に基づき、妊婦、乳幼児の健康診査を実施する。
　・妊産婦については、妊産婦健康診査受診票を効果的に使用できるよう、母子健康手帳交付時に
　　指導する。
　・乳幼児健康診査については、受診率100％を目標とし、未受診者の把握に努める。

　●主な事業内容
　・妊婦健康診査（医療機関　14回/人）
  ・産婦健康診査（医療機関　　1回/人）
　・乳児健康診査（医療機関　2回/人）
    妊婦乳児健康診査委託料（産婦健診含む）　　     50,734千円
    妊婦乳児健康診査県外受診扶助料（産婦健診含む）　3,587千円
　・乳幼児健康診査（4か月児、1歳6か月児、3歳児）
    医師等報償金　　4,778千円など
　
　

事業の
目標・計画

　妊産婦健康診査、乳幼児健康診査の受診率の向上を図るとともに、乳幼児健康診査の未受診者につ
いては関係機関との連絡調整や個別支援により全対象児の状況を把握していく。

財源内訳

国県支出金

100%

 - - - - - - - 

母子健康診査 60,612

- - 

 - - - - - - 

- - - - 

- 

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 60,612 0 0 0 60,612 100%



款 項 目

4 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 184,161 3,448 0 0 180,713 98%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

99%

 - - - - - - - 

予防接種助成 2,768 25 0 0 2,743

26%

予防接種 176,791 0 0 0 176,791 100%

予防接種事故対策 4,602 3,423 0 0 1,179

事業内容

　●事業の全体計画
　・予防接種法に基づき、感染症予防のため、乳幼児、学童、高齢者に対し安全に予防接種を実施
    する。
　　また、予防接種による健康被害認定者に対する予防接種事故障害年金の支給を行う。

　●主な事業内容
　○予防接種事故対策
　・予防接種事故障害年金　4,566千円
　〇予防接種
　・四種混合（ジフテリア、破傷風、百日咳、不活化ポリオ混合）、二種混合（ジフテリア、破傷
    風）、MR（麻しん風しん混合）、日本脳炎、BCG（結核）、ヒブ、小児用肺炎球菌、水痘、Ｂ型
    肝炎
　・高齢者インフルエンザ　・高齢者肺炎球菌
    予防接種委託料　　172,981千円など
　〇予防接種助成
　・定期予防接種償還払い、任意予防接種助成
　・高齢者肺炎球菌（75歳以上で定期対象外）・大人の風しん ・定期予防接種の県外での実施分
　　インフルエンザ･高齢者肺炎球菌ワクチン接種助成事業費　1,240千円など
　
　

事業の
目標・計画

　予防接種法に基づいて実施する予防接種のうち、乳幼児、学童については、接種状況を確認し、未
接種者に対しては個別通知により、高齢者については、広報などで定期的に周知を行い接種率の向上
を図る。

財源内訳

国県支出金

予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

保健予防費 111

施策事業名 予防接種

事業目的
感染症を予防するため、乳幼児、学童、高齢者に対し、予防接種法に基づく予防接種を実施
する。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課



款 項 目

4 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 環境衛生

事業目的

・畜犬登録情報に基づく飼い主への狂犬病予防接種勧奨とその実施を推進することを目的
  とする。
・家屋浸水後に発生のおそれがある病原菌汚染の予防のための消毒活動。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課
予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

保健予防費 111

0 0 0 77

事業内容

　●事業の全体計画
　・狂犬病予防法に基づき、飼い犬の登録、狂犬病予防注射を実施する。
　・風水害などによる家屋浸水に対し、病原菌汚染予防のための消毒活動等を適切に実施する。
　
  ●主な事業内容
　〇畜犬登録狂犬病予防
　・飼い犬の登録鑑札と狂犬病予防注射済票の交付
　・指定獣医への登録鑑札と注射済票交付事務委託
　　狂犬病予防注射済票交付事務委託料　1,010千円
　・狂犬病集団予防注射事務委託
　・狂犬病予防接種勧奨ハガキの送付
　・フン害防止の啓発・啓蒙用看板作成
　

　〇生活環境衛生
　・家屋浸水後の消毒活動等
    備品購入費　30千円

　

事業の
目標・計画

畜犬の登録情報を適切に管理し、狂犬病予防注射の接種率の向上を図る。
風水害等による家屋浸水時の消毒活動等のあり方について研究していく。

財源内訳

国県支出金

100%

畜犬登録狂犬病予防 1,878 0 0 1,878 0 0%

生活環境衛生 77

- - 

 - - - - - - 

- - - - 

- 

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 1,955 0 0 1,878 77 4%



款 項 目

4 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 健康診査

事業目的
各種健康診査や検診を行うことで、健康状態を把握し、生活習慣を振り返り、改善するきっかけにす
るとともに、疾病の早期発見、早期治療につなげる。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課

地方債 その他 一般財源
予算額

保健予防費 111

1,939 0 0 2,906

事業内容

●事業の全体計画
根拠法令に基づき、健診（検診）機会のない若年層等を対象に、各種健診（検診）を行う。
自覚症状がなく進行し目の失明原因になる緑内障を早期発見するため検診を行う。
歯の健康は全身疾患に影響するため、歯科健診を行う。

●主な事業内容
健康診査
・一般健康診査（生活保護受給者対象、40歳以上74歳以下）：特定健康診査と同等内容
　6月～12月実施　委託料634千円
・歯科健康診査（対象30、40、50、60、70歳）：6月～12月実施　委託料1,500千円
・肝炎検査（対象40歳以上）：6月～12月実施　1,412千円
・歯と口の健康センター（歯科医師会委託）：6、10月の年2回　委託料500千円
緑内障検診
　対象40、50、60、70歳：6月～12月実施　委託料2,523千円
ミニ健康診査
　対象18～39歳：9・10月の3日間実施　委託料1,193千円

事業の
目標・計画

　各種健康診査や検診を行うことで、健康状態を把握し、生活習慣を振り返り、改善するきっかけに
するとともに、疾病の早期発見、早期治療につなげることを目的とする。
　平成２９年度実施の糖尿病重症化予防眼検診は、３０年度以降は保険年金課が実施する。

財源内訳

国県支出金

60%

緑内障検診 2,591 0 0 553 2,038 79%

健康診査 4,845

- - 

ミニ健康診査 1,524 0 0 360 1,164

- - - - 

76%

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

6,108 68%

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

予算書(P)目名

- 

合計 8,960 1,939 0 913



款 項 目

4 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 がん検診

事業目的 がん検診の受診促進を図り、がんの早期発見と早期治療につなげる。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課

地方債 その他 一般財源
予算額

保健予防費 111

224 0 27,150 137,405

事業内容

●事業の全体計画
健康増進法等に基づき、各種がん検診を行う。

●主な事業内容
・胃がん・大腸がん・肺がん・前立腺がん・子宮頸がん・乳がんの検診を医療機関における個別検診
と集団検診車により実施。
  期間：個別検診は6月～12月、集団検診は春・秋
・特定の年齢に達した女性に対し、子宮頸がんおよび乳がんの検診費用が無料となるがん検診無料
クーポン券を送付し、受診促進を図る。
　子宮頸がん：対象21歳　　乳がん：対象41歳
　各種がん検診委託料（集団・個別）161,396千円
・胃がんリスク検診として、血液検査による検診を実施。
　対象：40歳以上の市民。期間：6月1日～12月30日
　胃がんリスク検診委託料　600千円

事業の
目標・計画

医療機関における個別検診（6月～12月）および集団検診（春・秋）を適切に実施する。
受診率向上策として
　節目年齢対象者への個別通知を工夫し送付
　広報、市ホームページにわかりやすく啓発記事掲載
　各種事業開催時にちらし配布、公共施設等にちらし設置　など

財源内訳

国県支出金

83%

 - - - - - - - 

がん検診 164,779

- - 

 - - - - - - 

- - - - 

- 

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

137,405 83%

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

予算書(P)目名

- 

合計 164,779 224 0 27,150



款 項 目

4 1 5

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 35,022 0 0 18,290 16,732 48%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

48%

 - - - - - - - 

休日急病診療所管理 35,022 0 0 18,290 16,732

事業内容

●事業の全体計画
条例に基づき休日急病診療所を運営し、休日における急病患者へ診療を行う。

●主な事業内容
・尾北医師会に委託しての診療業務。(内科および外科)
　診療業務委託料　29,229千円
・施設の維持管理業務
　医薬材料費     　2,800千円
　光熱水費　         888千円など

事業の
目標・計画

救急の医療を必要とする者に対して、応急の医療が行えるよう適切に管理・運営を行う。

財源内訳

国県支出金

予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

休日急病診療所費 112

施策事業名 休日急病診療所

事業目的 休日に救急の医療を必要とする者に対して応急の医療を行う。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課



款 項 目

4 1 6

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 6,516 0 0 0 6,516 100%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

公用車管理（保健センター） 534 0 0 0 534 100%

保健センター管理 5,982 0 0 0 5,982

事業内容

　●事業の全体計画
　・保健センター内で実施する母子保健、予防接種などの事業が安全に実施できるよう施設の管理を
    行う。
　●主な事業内容
　〇保健センター管理
　　保健センター嘱託医報償金　　850千円
　　光熱水費　　　　　　　　  1,392千円など
　・保健センターの運営管理、修繕
　・センター管理委託業務
      清掃、電気設備保安、冷暖房設備保守、消防設備保守、自動ドア保守、警備
　  施設管理委託料　　　　 　2,050千円など

　〇公用車管理
　・公用車の管理
　・公用車管理（燃料費、車検・修繕料など）
    修繕料　　248千円など

事業の
目標・計画

安全に事業を実施するために、保健センターの施設管理を適切に行っていく。
公用車については、法定点検などを適切に実施し、老朽化した公用車については廃車、購入について
計画的に進めていく。

財源内訳

国県支出金

予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

保健センター費 113

施策事業名 保健センター

事業目的
母子保健、予防接種、狂犬病予防などの業務を実施する拠点とし、市民サービスを円滑に推進
する施設運営を行う。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課



款 項 目

4 1 7

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 市民健康館

事業目的 市民の健康づくりを推進する場の提供により、市民の健康及び福祉の増進を図る。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課
予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

市民健康館・さくら工房費 114

0 0 20,733 46,624

事業内容

●事業の全体計画
市民健康館来館者等が安全かつ快適に施設が利用できるようサービスの提供、維持管理等を行う。

●主な事業内容
市民健康館管理
・市民健康館の維持管理を行う。
　総合設備管理業務一括委託料　20,555千円など

さら・さくらの湯温泉
・さら・さくらの湯運営にかかる管理業務を行う。
　温泉水輸送委託料　18,094千円など

市民健康館営繕
・市民健康館の維持管理に必要な工事を行う。
　デジタル指示調節計取替工事　3,960千円など

事業の
目標・計画

市民の健康及び福祉の増進を図るため、さら・さくらの湯の運営や設備修繕など市民健康館を適切に
運営管理する。

財源内訳

国県支出金

69%

さら・さくらの湯温泉 21,038 0 0 21,038 0 0%

市民健康館管理 67,357

- - 

市民健康館営繕 4,826 0 0 0 4,826

- - - - 

100%

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 93,221 0 0 41,771 51,450 55%



款 項 目

4 1 7

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

施策事業名 さくら工房

事業目的 高齢者が要介護状態になることの予防及び健康の維持増進を図る。

平成３０年度予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 健康推進課
予算書(P)目名

地方債 その他 一般財源
予算額

市民健康館・さくら工房費 114

0 0 224 2,524

事業内容

●事業の全体計画
高齢者の介護予防や健康増進を図るため、ものづくりを通じた教室を実施する。
犬山市さくら工房の維持管理等を行う。

●主な事業内容
さくら工房管理
・教室などが安全かつ快適に実施できるよう清掃、修繕などの施設維持管理業務を行う。
施設管理業務委託料　1,279千円
光熱水費         　　 919千円など

さくら工房講座
・陶芸教室、切り絵教室、ステンドグラス教室などのものづくり教室の実施に伴う運営業務。
さくら工房交流事業講師謝礼　2,410千円
消耗品費　              　　1,569千円など

事業の
目標・計画

高齢者が要介護状態になることの予防及び健康の維持増進を図るため、教室を開催したり、施設の適
切な運営を行う。

財源内訳

国県支出金

92%

さくら工房講座 4,069 0 0 2,800 1,269 31%

さくら工房管理 2,748

- - 

 - - - - - - 

- - - - 

- 

 - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - 

 - - - - - - 

一般財源
の割合

事業名

- 

合計 6,817 0 0 3,024 3,793 56%


